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タワマン課税、 

上層階は「増税」し、下層階は「減税」に 

 新築のタワーマンション（通称タワマン）にか

かる固定資産税・都市計画税と不動産取得税が、

今年（２０１７年）の４月から見直されることに

なった。これは、「上層階ほど増税、下層階ほど減

税、中層階は据え置き」というもので、毎年の固定

資産税ばかりか、その後の相続税にまで課税が強

化される見込みとなっている。これからタワマン

を購入、あるいは投資をしようとしている人には、

よくよくチェックしておくべき事項であろう。	

	

「長周期地震動」など、 

タワマンをめぐる環境に大きな変化が 

 しかし、ここへきてタワマンをめぐる環境は、

今回の課税見直しを横目に、大きく変わろうとし

ている。その最大の理由は、いかに堅固・不燃の眺

望の良いタワマンといえども、震度６以上の大規

模地震動に対しては、ひび割れ・亀裂等のさまざ

まな被害が発生するという防災上の問題。特に最

近、問題になってきた。	

「タワマンでの長周期地震動」は、巨大地震時に

発生する“船が大きく揺れる”ような、長周期でゆ

っくり大きく揺れるため、特に高くなればなるほ

どタワマンに及ぼす影響が大きく、被害がひどく

なることから注目されだしてきた。	

	

	

 	

	

地震に強いとされてきたタワマンでも、長周期

地震動に対する対策はまったく手薄で、エレベー

ターが停止したり、火災が発生すると、非常階段

などの避難経路に居住者が一斉に集中し、大混乱

のパニック状況が予想される。これがため、最近

では、富裕層の人でもリスクを考えてタワマンを

求める人ばかりではなくなっており、エレベータ

ーに依存することもない下層階に移り住む人も出

てきている。そうした意味でも、今回の小役人ら

しいチマチマした税制改革によるタワマン課税の

導入とは裏腹に、タワマンにおける「長周期地震

動の対策」という新たな課題に直面していること

考えると、住宅・土地の税制改革がいつも常態的

に後追い課税になっているとはいえ、いかにも皮

肉なことではある。	

	 	

参考写真 

特集２： 

タワーマンション課税と長周期地震動 
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従来の最上階と１階との「販売価格の差」は、 

２倍の開きも 

タワマンとは、高さが６０ｍを超える建築物（建

築基準法令上の「超高層建築物」）で、各階平均３

ｍとして約２０階以上の居住用の建物を指す。新

築タワマンの取引価格は、眺望の良い上層階にい

けばいくほど高くなっており、最下層階と最上層

階との販売価格を比べてみると、２倍ほどの開き

がある。しかし、現在の固定資産税は、同じマンシ

ョンの同じ広さの床面積であれば、１階でも最上

階でも同額になっている。それを昨年末の税制改

革で、物件取引価格の資産価値に応じて、固定資

産税も変えることにした。	

具体的には、中間の階の固定資産税額は、現状

のままの据え置きとし、そこから階数が１階ずつ

上がるごとに、約０．２６％ずつ税額が上がるよ

うにする。逆に中間階から１階ずつ下がるごとに、

税額は約０．２６％ずつ下がっていく。例えば、４

０階建てのタワマンの場合、固定資産税が年間２

０万円とすると、最上階の４０階は約２１万円と

なり、１階の約１９万円と比べると、１０％ほど

税額が高くなり、現在の税額よりも５％の増税と

なる。また、他の部屋よりも天井の高さや、付帯設

備が著しく充実している豪華な上層階の部屋など

は、別途その差異に応じて税額を上乗せすること

もある、としている。	

	

同じマンション内なら、 

税額はわずか１０％ほどの差 

これにより、「上層階に行くほど高値で売買され

ているのに、固定資産額は階数に関係なく同額だ

から、高層階の人が得をしている」という矛盾点

は、一応解消される。しかし、タワマン 1 棟の合

計の税額は、結局は現行と同じなので、同じマン

ション内で、わずか１０％ほどの差くらいでは、

富裕層の人にとっては大した影響はなく、タワマ

ンの資産価値も大きく揺らぐことはないものと思

われる。	

 この新税制が適用されるのは、２０１７年４月

以降に販売されるタワマンとなり、固定資産税・

都市計画税は、２０１８年度から実施される。つ

まり、１７年３月末までに売買契約をしておけば

適用されない。	

	

タワマンにも、「長周期地震動の恐怖」が現実に 

タワマンは、全国で１，500棟、４０万戸を超え

るほどに増え続け、東京湾岸のウオーターフロン

トエリアでは一大景観をなして、東京湾の観光名

所にもなっている。これが地方の中核都市にも普

及し始めているばかりか、最近は、地方の県庁所

在地の都市に行っても、けっこう見られるように

なってきている。特に高層階は、市場価格が高い

割には税金が安いことから、富裕層の人からは投

資として、また相続税の節税対策としても人気を

呼んできた。	

 しかし、６年前の東日本大震災の巨大地震時に、

長周期地震動が発生し、東京・新宿の超高層ビル

では最大１．０８ｍの大きな長い揺れを観測して

おり、さらに遠くの大阪の超高層ビルまでも、長

周期地震動の揺れの動きで、エレベーターが止ま

ってしまい、中に人が閉じ込められたり、内装材

が破損するという被害が出たことで、「長周期地震

動の恐怖」が広く、徐々に知れ渡るようになって

いった。	

	

複合タワマンでは、 

住宅棟を揺れない下層階に配置換え 

これを契機として、都内のオフィスとの複合タ

ワマンの建築において、すぐさま長周期地震動の

新たな対応策をとるところが出てきた。それ以前

の複合タワマンでは、下層部・中層部までをオフ

ィス階層とし、上層部を眺望の良い住宅レジデン

ス棟としていた。ところが、長周期地震動では、下

層階がまったく揺れずに、上層階が大きく長く揺

れるという特徴から、上層階が住まいでは揺れが

大きく、とても住ませるわけにはいかないものと
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判断し、従来の複合タワマンの配置の仕方をくつ

がえして、下層部・中層部までを住宅レジデンス

棟として売り出した。オフィス棟は、眺めの良い

上層部配置されるという、新しい形の複合タワマ

ンがお目見えしたのである。都心部のタワマンの

住宅には、高額なこともあってか、特に安全・安心

な住み心地の良いものが求められているからでも

あろう。	

	

超高層オフィスビルでも、 

経営トップの執務室が下層階に移動 

東日本大震災以降は、同時に超高層のオフィス

ビルにも大きな変化をもたらしている。都心部の

ビジネス街は、ほとんどが超高層の大型ビルに衣

替えされてきているが、そこで働く経営トップの

考え方も、行動様式にも大きな変化が出てきた。	

長周期地震動の影響で、いかに免振・制振の最

先端ＢＣＰ（事業継続計画）防災ビルとなってい

ても、経営トップの人たちの執務室（社長室、役員

室等）が、それまでの最上階から、２～３階の下層

階に下りてきている現象が目立つようになってき

た。最上階に経営のトップがいては、巨大地震に

襲われたときには、エレベーターが止まったりし

て、経営トップとして緊急対策や緊急支持に大き

な支障をきたそう。また、旧耐震のオフィスビル

が嫌われて、移転する会社が続々出ているのも当

然であろう。	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

政府も、長周期地震動対策に乗り出す 

こうした長周期地震動に対する対策としては、

超高層のオフィスビルでは、ここへきて、最先端

の技術で武装されたＢＣＰビルが続々と出現して

おり、必要に応じた補強策がとられようとしてい

るが、タワマンの方の対策としては、すべてがこ

れからである。しかし、行政の動きはというと、

それまで専門家の間で検討されてきたものが、よ

うやく２年前から表面化し、長周期地震動対策が

本格的に動き出そうとしている。 

 

すなわち、２０１５年１２月に、内閣府が、

「南海トラフ沿いの巨大地震による長周期地震動

に関する報告」を発表し、長周期地震動の怖さに

対する警告を発した。これを受けて、国交省でも

すぐさま検討に動き出し、昨年の６月２４日に、

「超高層建築物等における南海トラフ沿いの巨大

地震による長周期地震動への対策について」を取

りまとめ、同日、地方公共団体等の関係団体に通

達を出した。こうした行政側の対策の動向等につ

いては、前項の飯田太郎氏（MALCA 編集委員）

の「長周期地震動対策と国の動向」と題する解説

に、これまでの経過・経緯と現状・今後の内容が

具体的に詳しく網羅されておりますので、重複を

避けて、ペンを置く。 
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